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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１．【主要な経営晒 

9月 30 日

中間（当期）純利益  ( 百万円
) 5,2 2 8  8 , 9 9 7  1 5 , 6 9 0  1 , 7 2 3  2 2 , 0 6 6  純資産額  ( 百万円 ) 2 8 5 , 2 9 3  3 1 3 , 5 1 6  3 4 0 , 5 3 3  2 9 3 , 1 3 8  3 3 0 , 1 2 6  総資産額  ( 百万円 ) 1 , 9 2 7 , 5 1 5  1 , 8 7 8 , 3 5 5  1 , 8 8 5 , 1 2 0  1 , 9 0 2 , 6 4 1  1 , 9 1 6 , 3 3 8  

－  －  5 . 0 3  －  7 . 3 7  

自己資本比率  ( ％ ) 1 4 . 8  1 6 . 7  1 8 . 1  1 5 . 4  1 7 . 2  
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２．【事業の内容】 
 

  当中間連結会計期間において、電力卸供給事業における神鋼神戸発電所２号機が営業運転を開始し、２機稼動に

よる電力供給体制が整ったことから、「鉄鋼関連事業」に含めていた「電力卸供給事業」を事業の種類別セグメン

トとして区分しております。また、「その他の事業」については、「その他の事業」における電子材料事業の重要

性が高いため、「電子材料・その他の事業」に名称を変更しております。（以下「関係会社の状況」「従業員の状

況」において同じ） 

  この結果、平成 16 年 9 月 30 日現在では当社及び関係会社（子会社 198 社及び関連会社 71 社）は、鉄鋼関連事

業、電力卸供給事業、アルミ・銅関連事業、機械関連事業、建設機械関連事業、不動産関連事業、電子材料・その

他の事業の７分野にわたる事業を展開しております。 

 

資本金 
（百万円） 

主要な 
事業の内容 

議決権の 
所有割合(%) 

関 係 内 容  百藂  

 
55.00 

①役員の兼任等 務 
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(2)キャッシュ・フロー 

 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローを 100,475 百万円確

保したものの、投資活動によるキャッシュ・フローに係る支出が 19,199 百万円、財務活動によるキャッシュ・フロ

ーに係る支出が 85,191 百万円となったことなどから、前連結会計年度末に比べて 2,947 百万円減少（△4.3%）の

65,555 百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前中間純利益が増加したことに加え、仕入債務の支払いが減少したことなどにより、当中間連結会計

期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べて 66,738 百万円増加（197.8%）の 100,475

百万円となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

固定資産の売却による収入や投資有価証券の売却等による収入が減少したことなどにより、当中間連結会計期間

の投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べて 9,379 百万円支出が増加し、△19,199 百

万円となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

新たな社債の発行による収入の減少や、社債の償還が増加したことに加え、配当金を支払ったことから、当中間

連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べて 66,139 百万円支出が増加し、

△85,191 百万円となりました。 
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５．【研究開発活動】  

当 社 技 術 開 発 本 部 で 行 な っ て い る 横 断 的 ま た は 基 礎 的 研 究 開 発 な ど で 、 各 事 業 区 分 に 配 分 で き な い 費 用 が 含 ま
れ て お り ま す 。 事 業 セ グ メ ン ト 毎 の 研 究 開 発 活 動 状 況 は 、 以 下 の と お り で あ り ま す 。  

 
［鉄鋼関連事業］ 
   主に、当社鉄鋼部門及び溶接カンパニーの技術開発部門において、製品開発と生産技術の高度化の両面に

おいて積極的な研究開発に取り組んでおります。 
   鉄鋼部門では、当社独自の特長ある製品の開発、製品をご利用頂く際の利用技術、安定したものづくりの

ための生産技術の向上に注力しております。当中間連結会計期間の主な研究開発成果としては、薄板ハイテ
ンにおいて自動車車体の軽量化に寄与する、新しい組織を利用した「次世代超ハイテン」を信州大学と共同
で開発いたしました。また、環境に配慮した製品として、薄板電気亜鉛めっき鋼板のクロメートフリー鋼板
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第４【提出会社の状況】 
 
１．【株式等の状況】 
 （１）【株式の総数等】 
  ①【株式の総数】 
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第５【経理の状況】 
 

１． 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（１） 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

薬 『𧝒叠ぎに′ヱいて作成硝て鯆週殺す『 中間連結唽 ほ還

則に′ヱ厭表規則に′ヱいて作成硝て鯆週殺す『  
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Ⅰ 流動資産        
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
要約連結貸借対照表 
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②【中間連結損益計算書】 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
要約連結損益計算書   

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

(自 平成16年４月１日 

         

Ⅰ 売上高  





－  － 

 資本剰余金増加高       

 自己株式処分差益 63 63 － － 63 63 

Ⅲ 資本剰余金減少高       
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 区分 

�

 40,582 

 投資有価証券等評価損 －

 
 退職給付過去勤務債務償却 △3,487 △3,487 △6,975 
 退職給付信託設定益 － － △3,933 
 有形固定資産売却損益（益：△） 1,533 930 549 
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  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  当中間連結会計期間において、エ
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の 

方法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の 

方法(2)重要な減価償却資産の減価償却の 

方法
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(7)その他中間連結財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項  

(ア)収益の計上基準 

    当社
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 会計処理の変更   

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 
 

 

（固定資産の減損会計） 

  当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成 14 年 8月 9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第 6号）を適用しており

ます。 

  これにより税金等調整前中間純

利益が 9,075 百万円減少しており

ます。 



�ç
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

*物2
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

りであります。 

 
百万円 

給料賃金諸手当 15,396 
運送費 15,093 
貸倒引当金繰入額 866 
退職給付費用 825 
減価償却費 1,493  

 
百万円 

運送費 16,948 
給料賃金諸手当 15,028 
研究開発費 2,861 
貸倒引当金繰入額 445 
退職給付費用 720 
減価償却費 1,334  

 
百万円 

運送費 31,247 
給料賃金諸手当 29,403ついて減損損失を計上いたしました。 

 

 

 
 用途 場所及び

件数 
種類及び金額 
(百万円) 

千葉県 
市川市他 

土地 賃貸用
不動産 

計４件 1,

 大
阪府
 

貝塚
市他
 

 

 
 

 
   当社グループは、減損損失を把握

するに当たって、原則として事業所
毎にグルーピングしております。 
  賃貸用不動産及び遊休状態にある
資産のうち近年の著しい地価下落等
に伴い回収可能価額が低下したも
の、及び一部の事業用資産のうち地
価の下落及び収益性が悪化し回収可
能価額が低下したものについて、帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（9,075 百万
円）として特別損失に計上しており
ます。 
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   前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
※３．固定資産売却損は土地及び建物
等の売却によるものであります。 

  

※３．固定資産売却損は土地の売却に
よるものであります。 

  

※３．固定資産売却損は土地及び建物
等の売却によるものであります。 

  

※４．事業整理損失は、事業再構築に
伴うものであり、その内訳は次の
とおりであります。 

 
 ※４．事業整理損失は、事業再構築に

伴うものであり、その内訳は次の
とおりであります。 

 百万円 
固定資産除却損等 1,002 
その他 448  

  百万円 
固定資産評価損 7,355 
事業整理損失 
引当金繰入額 

4,334 

投資有価証券売却損 1,660 
たな卸資産廃却損 1,136 
貸倒損失等 1,052 
固定資産除却損等 1,033 
その他 3,157  

 
 
 

 ※５．投資有価証券等評価損の内訳は
次のとおりであります。 

百万円 
投資有価証券評価損 1,192 
ゴルフ会員権評価損 49 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1.現金及び現金同等物の中間連結

会計期間末残高と中間連結貸借
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㎈

㎈

㎈

 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
連結 
会計 
期間末 
残高 
相当額 
(百万円) 

建物及び
構築物 300 85 214 
機械装置
及び運搬
具 31,050 14,191 16,858 
その他 25,269 15,371 9,898 
合計 56,620 29,649 26,971 

（注）取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間連結会計期間末残高が有
形固定資産の中間連結会計期間末
残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定してお
ります。 

 

 
 

 
 

累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 亢�

  

その他 18,036 11,135 6,900 
合計 50,585 25,331 25,267 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年琶

(百万円)

栗

 

中間 
連結会計

 

減価 
償却 
累計額 
(百万円) 

期末 
残高 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 473 340 133 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成１５年４月１日から平成１５年９月 30 日まで） 

 
鉄鋼 
関連事業

18,025 564,634 △19,616 袖
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事業区分の変更 

   平成 16 年 4月に電力卸供給事業における神鋼神戸発電所２号機が営業運転を開始し、２機稼動による電力供給体制

が整ったことから、前連結会計年度まで「鉄鋼関連事業」に含めていた「電力卸供給事業」を当中間連結会計期間よ

り区分して表示しております。 

   なお、当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法による前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメ
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【所在地別セグメント情報】 
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２．【中間財務諸表等】 
（１）【中間財務諸表】 
  ①【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 
要約貸借対照表 

  ?翆

 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

     

 

 3.売掛金  127,505  113,011  131,135  

 4.たな卸資産  153,488  161,927  160,625  

 5.その他  70,852  84,454  88,338  

 6.貸倒引当金  △699  △1,282  △1,228  

 流動資産合計  393,742 28.1

 2.機械及び装置  280,699  267,152  

 10,556 0.8  10,950 0.8  

(3) 投資その他の資産
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②【中間損益計算書】 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
要約損益計算書 

  

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
１ 資産の
(1) 有 猨券 
(ア) 子会社株式及び関連会社株式 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
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注記事項š百万円 担保に供している資産 有形固定資産    48,732 投資その他の資産              のその他3 5 , 2 7 7  
その他       12,020

 
合計       101,343※(ア) 

 (うち工場財団分   40,392)※(イ) 
 

※２．担保資産及び担保付債務 
百万円 

担保に供している資産 
有形固定資産
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
１．減価償却実施額 
  有形固定資産  26,614 百万円 
１．減価償却実施額 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
※５．特別損失 ※５．特別損失 ※５．特別損失 

  固定資産減損損失 
           7,073 百万円 

 

 退職給付会計基準変更時差異 
          5,903百万円



建物 82

14,125 8,616 

（注）取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により
算定しております。 

 

（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価  

価減価  相当額 (百万円)価減価

 
相当額 
(百万円) 

建物 95 34 60 
機械及び
装置 2,774 413 2,360 
有形固定
資産のそ
の他 11,387 7,471 3,915 
無形固定
資産 696 

 

ます。

 
 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 
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（有価証券関係） 

 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 

（単位：百万円）
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

区分 中間貸借
対照表 
計上額 

 
時価 

 

 
差額 

 

中間貸借
対照表 
計上額 

 
時価 

 

 
差額 

 

貸借 
対照表 
計上額 

 
時価 

 

 
差額 

 
子会社 
株式 6,795 12,854 6,058 6,487 18,913 12

7,164 12,327 5,163  

ú,3Ë3

    5,024 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
 





 

 

独立監査人の中間監査報告書 

平成 16 笛摘 笛



 

 

独立監査人の中間監査報告書 

平成 15 年 12 月 18 日 

株式会社 神戸製鋼所 

代表取締役社長 水越 浩士 殿 
 

朝日監査法人 

代表社員 
関与社員 公認会計士 下地 章夫 印 

代表社員 
関与社員 公認会計士 乾  一良 印 

関与社員 公認会計士 北山 久恵 印 

 



 

 

独立監査人の中間監査報告書 

平成 16 年 12 月 16 日 

 株式会社 神戸製鋼所 

代表取締役社長 犬伏  泰夫 殿 
 

あずさ監査法人 

 指定社員 
 業務執行社員 公認会計士 安川 文夫 印 

 指定社員 
 業務執行社員 公認会計士 日根野谷 正人 印 

 指定社員 
 業務執行社員 公認会計士 北山 久恵 印 

 

 

当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら
れている株式会社神戸製鋼所の平成16年 4月 1日から平成17年 3月 31日までの第152期事業年度の中
間会計期間（平成 16 年 4 月 1 日から平成 16 年 9 月 30 日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸
借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、
当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的
手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、
中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 




